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要約
　2016年の中国、台湾、韓国の北東アジア地域からの対日投資は過去最
高だった。2014年以降の増加が顕著で、同地域からの投資残高が占める
割合は4.2％（2016年末）に高まった。
　近年の投資事例をもとにした北東アジアからの対日投資の特徴は、①新た
なビジネスモデルを持ち込み対個人向けITサービス企業の進出、②ブランド
の確立を目指し日本企業との連携を図る研究開発拠点の開設、③ブランドと
生産拠点を獲得する買収と“made-in-JAPAN”型投資、④外国人観光客の増
加を背景にした宿泊施設・リゾート分野、マンション等の不動産投資、⑤苦
戦する耐久消費財等のシェア獲得、などである。　　
　日本への投資が見直される状況にあって、業態・分野・投資形態等が広
がっている。日本企業をターゲットにした大型M&A、日本に活動拠点を持
つ既進出外資系企業の買収、日本に競争相手が少ない新たなITサービス分野
の進出などが牽引する。
　進出事例から外国の顧客が何を望んでいるのかを知ることができる。地域
にとり大切なことは、増える観光客の宿泊日数を増やしサービス分野の活力
につなげていく。観光客が消費するものを手掛かりに新製品等の開発のヒン
トを見出す。越境ECを利用し外国への直接販売を増やす。地元の食材等を
活かした「輸出」をめざし海外の食品企業等の開発部門を招き受託生産を目
指す、などである。

３ 中国・台湾・韓国の北東アジア地域から
　 の対日投資

　～多様化する日本への進出～ 
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1.　拡大が続く北東アジア地域からの対日投資

　韓国、中国、台湾を便宜的に『北東アジア』地域注1と呼ぶと、同地域から
の対日投資は2014年以降の増加が著しく2016年は過去最高であった。直接投
資残高（国際収支ベース：2016年末時点）に占める割合（北東アジア比率）
は4.2%である（図1）。台湾からの投資額が目立つのは東京スター銀行（2014
年）、シャープ（2016年）等の大型買収による。
　なお、2016年の対日投資額（3.83兆円）は過去最高で、同年末の対内直接
投資残高（27.84兆円）の対名目GDP比は5.2％と初めて5%を超えている。

図 1　北東アジア地域からの対日投資額・投資残高（比率）の推移

単位：億円（左）、％（右）
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注：�「北東アジア比率」は直接投資残高（国際収支ベース）に占める北東アジアからの投資残高の割合
（%）。直接投資残高（国際収支ベース）の数値は表1の地域別業種別残高統計の合計額と一致し
ない。

出所：日本銀行　対内直接投資統計
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　地域別業種別残高統計で北東アジアからの対日投資をみると非製造業分野
が製造業分野を大きく上回る。投資残高が10億円を超える業種は台湾の「電
気機械器具製造業」と「金融保険業」、韓国の「通信業」である。中国の最
大投資分野は「電気機械器具製造業」である（表1）。

表 1　北東アジア地域からの対日投資残高（2016 年末）

単位 : 億円、％

全産業計
 全産業に占める割合（%）

製造業計 製造業  非製造業 化学 ･
医薬

一般機械
器具

電気機械
器具

地域別・業種別
残高（合計）  222,555  41.8 58.2  93,074  13,926  5,953  31,274 

北東アジア  11,849  24.5 75.5  2,900  393  8  2,199 
比率（％）  （5.3） 　  3.1  2.8  0.1  7.0 

韓国  3,993  12.1 87.9  482  378  （na） −89 
中国  1,033  20.2 79.8  209  15  （na）  132 
台湾  6,822  32.4 67.6  2,209  （na）  8  2,156 

非製造業計 運輸業 通信業 卸売 ･
小売業

金融 ･
保険業 不動産業 サービス業

地域別・業種別
残高（合計）  129,481  3,269  8,585  8,424  77,908  4,067  11,789 

北東アジア  8,949  37  1,799  762  1,401  245  328 
比率（％）  6.9  1.1  21.0  9.0  1.8  6.0  2.8 

韓国  3,511  （na）  1,643  781  （na）  219  291 
中国  824  37  115  54  81  26  4 
台湾  4,614  （na）  42  −73  1,319  0  32 

注：�直接投資残高統計（国際収支ベース、第6版）と、地域別・業種別残高統計では作成方法が異なる
ため、「直接投資残高」と本表の「地域別・業種別残高（合計）」は一致しない。

　　比率（%）は北東アジア地域が占める割合（％）
出所：日本銀行　対日投資残高統計（2016年末現在）

　北東アジア企業による日本企業への「out-in型」M&Aは増えている（レ
コフ事務所の調査）。なかでも2015年以降の中国企業によるM&A件数は米
国企業に次いで2番目に多い（表2）。
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　　　　表 2　レコフ事務所によるOut-In 型 M&A件数の推移

韓国 中国 台湾 北東アジア
（合計）

比率
（％）

2015 11 26 8 45 21.8
2016 10 42 9 61 30.8

2017（1-11） 5 30 9 44 24.4
注：�Out-In型には外国企業による日本企業の海外子会社に対するM&Aを含む。比率は北東アジア企業

が全体に占める件数の割合（％）
出所：レコフ事務所の調査による（MARR誌掲載統計）

　東洋経済新報社の『外資系企業総覧』（2017年版）に収録している北東ア
ジア地域からの進出企業数は374社で、企業総数の12.2%を占める。そのうち
韓国企業の170社が約半数を占める。いずれの国・地域も非製造業が主であ
る。一方、経済産業省の外資系企業動向調査（2015年度実績）の回答企業数
のうち北東アジア企業は回答総数の19.6%に相当する668社で、中国系企業か
らの回答が335社（全体の9.8%）と北東アジア企業の回答数の半数を超える
（表3）。

表 3　日本にある北東アジア系企業数

単位：社数・％

外資系企業総覧の収録企業数 外資系企業動向調査の
回答企業数

2010 2015 2017 製造業 非製造業 増減
2010 年比 2010 年度 2015 年度 増減

2010 年比

韓国 162 168 170 18 152 8 146 173 27

中国 75 108 113 18 95 38 233 335 102

台湾 63 80 91 18 73 28 129 160 31

合計 300 356 374 54 320 74 508 668 160

（割合：％） 9.9 11.8 12.2 7.8 13.5  16.2 19.6

出所：東洋経済新報社『外資系企業総覧』（各年版）
　　　経済産業省『外資系企業動向調査』（各年度版）
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2.　事例からみた対日投資の特徴

　北東アジア地域からの対日投資の状況を知るには、投資事例をもとにした
把握が欠かせない。事例をみると、本国からの直接的な投資の他に日本の子
会社や外国の買収先企業からの出資、日本在住の個人投資家による投資があ
る。香港や、ケイマン諸島などのタックス・ヘイブンに籍を置く投資子会社
からの例がある。
　近年の事例からみた主な特徴は次の点である注2。
　ａ．�新たなビジネスモデルを持ち込む対消費者向けITサービス企業の進

出
　ｂ．�ブランドの確立をめざし日本企業との連携を模索する研究開発拠点の

開設
　ｃ．�ブランドと生産拠点を獲得する製造業企業の買収、および“made-in-

JAPAN”型投資
　ｄ．�外国人観光客の増加を背景にした宿泊施設・リゾート分野、マンショ

ン等の不動産取得
　ｅ．苦戦している耐久消費財等の日本市場のシェア獲得

2.1.　新たなビジネスモデルを持ち込む対消費者向けITサービス企業の進出
　中国企業が新たなビジネスモデルを持ち込みむITサービスが広がって
いる。対企業向（B-toB）サービスから対個人向けサービス（B-to-C、 
C-to-C）のビジネス展開で一気に日本市場を獲ることを目ざしている。
　第1は、スマートフォン等を活用した『モバイル・エコノミー』と呼ぶ
サービス分野である。中国のモバイル決済システム・WeChatPay（微信支
付）が日本でも使用可能になり、中国人観光客のキャッシュレスでの買い物
等支払ができる。全国展開するコンビニ、デパート、各種のチェーンスト
ア、アウトレットモール等を中心に利用できる店舗等が増えている。阿里
巴巴集団（Alibaba）傘下企業の螞蟻金融（Ant Financial）のAliPay（支付
宝）は訪日中国人旅行者の間で利用が進み、加盟店の獲得目標は約5万店で
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ある。
　いずれも現時点でのサービス利用は中国の銀行口座が必要なので、『中国
人向け』決済サービスにとどまる。ただし、最終目的は、すべての人を対象
にした決済サービス・インフラを築くことにある。当面は増え続ける中国人
旅行者の消費行動を通じ日本での浸透を図り、『スマホによる中国式決済』
システムの普及を可能にするプラットフォームを各地にできるのを狙ってい
る。2018年中にもAliPayは日本人向けのサービスを開始する計画を持つ。
モバイル決済サービスはクレジットカードより手軽で手数料支払などがな
く、少額な費用支払いでは使いやすい（店舗側では導入しやすい）。このた
め、日本での急速な普及が見込まれる。また、中国で普及しているクレジッ
トカードのUnionPay（銀聯カード）も進出済で取扱い店は増えている。
　韓国のモバイル決済システムも日本に進出している。Danal（ダナル）は
日本法人（Danal Japan）を設立しBarTongのサービスを行っている他に、
Samsung Payなどの進出がある。
　なお、日本でのスマートフォンによる決済サービスは、Origami、
LinePay、ApplePay等が行っているほかに、2018年中にAmazon.comも開始
する予定である。NTTドコモも2018年中に参入する。
　第2は、『シェアリング・エコノミー』と呼ぶ分野の対個人（消費者）
サービス分野への進出である。民泊では「Zizaike（自在客）」、「Tujia
（途家網）」などが日本に事業所を開設し契約物件の拡大に力を入れ、民泊
サイトを通じ顧客を募っている。「途家網」は約１万件の宿泊用登録物件
のうち利用者の9割が中国人観光客で占める。「Onehome（一家民宿）」、
「Zhubaijia（住百家）」等がサイトを開設している。宿泊先の確保のため
に日本の旅行サイトとも提携するほかに、「有一居」は民泊に加え自ら不動
産ビジネスを展開するなど、民泊用の不動産取得に乗り出している。
 『民泊利用の観光客は、ホテルの利用客と比べ滞在日数が2.1倍、支出が1.8
倍と多い。民泊を使うことで宿泊費を節約した分だけ長く滞在し、買い物や
外食を増やす傾向がある』（「シェアハウス消費トレンド報告2017」）。
　中国系民泊サイトの利用者数は明らかではない。中国からの観光客（約
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736万人。2017年実績）のうち、団体旅行客を除いた個人旅行客（全体の約6
割を占める）の3割が平均2泊したと仮定すると、2017年の民泊サイトの利用
は約265万泊となる計算になる。
　ライドシェア（相乗り）とタクシー配車サービス分野では滴滴出行（Didi 
Chuxingi）がタクシー業界大手の第一交通産業と提携し、2018年中にサー
ビスを開始する。日本では自家用車を使い第2種運転免許を持たない者がラ
イドシェア行為をすると『違法』になるのでタクシー会社と提携した注3。
　中国旅行者が日本で滴滴の配車アプリを使うと多くの利点があることは前
述のモバイル決済サービスと共通する。①使い慣れた中国の配車アプリが中
国語のまま使える。②行き先を入力するだけでアプリがドライバーとの通訳
機能を果たす。③ 支払いを銀聯カードやAliPay、WeChatPayなどの電子決
済で精算できる。滴滴にはソフトバンクグループが出資しているので、日本
人向けにサービスを広げていくのは確実である。他にも、《白タク行為》で
摘発されたことがある「HI GUIDES（皇包車）」だけでなく競合他社も日
本で活動しているかもしれない。
　レンタサイクルの分野では、摩拝単車（Mobike）が福岡市に日本法人
を設立し札幌市で営業を開始している（2017.08）。OFOはソフトバンク
コマース＆サービスと提携し東京や大阪でサービスを開始すると発表した
（2017.09）。

表 4　シェアリング・エコノミー分野の進出例

企業名 分野

摩拝単車（Mobike）
【中国】 貸自転車

摩拝単車は、中国の貸自転車の大手企業。騰訊（テ
ンセント）の傘下にある・https://mobike.com/jp/
・日本はシンガポール、英国に続く3番目の海外市場
　日本法人を福岡に設立（2017.6）　
・札幌市内のコンビニエンスストアやドラッグスト
　�アなどに数百カ所の駐輪場を設け、合計で数千台

の自転車を貸し出す（2017.08）
・�政令指定都市を中心に国内10カ所程度に広げる方針

ofo（オッフォ）
【中国】 貸自転車

OFOは阿里巴巴集団の傘下企業。
2017.09　ソフトバンク子会社と連携。東京や大阪を
手始めにサービスを開始
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滴滴出行
（Didi Chuxingi）
　【中国】

ライドシェア
滴滴出行は、タクシー配車とライドシェア（相乗
り）サービスで世界最大手。
第一交通産業と提携し、2018年春にも東京都内で配
車アプリを使ったサービスを開始する予定

自在客（Zizaike）
【中国】 民泊

日本に事務所を開設
・サイトを開設し、宿泊施設の情報を公表
　http://www.zhubaijia.com/tokyo?s=syhotreg

途家網　（Tujia）
【中国】 民泊

日本に事務所を開設
・サイトを開設し、宿泊施設の情報を公表
　�https :// internat ional . tuj ia .com/dongj ing_

gongyu_r77/#prevId=57420e57-0e2f-4117-8077-
1a1b211fe4c9

・日本途家の手数料：宿泊料金の３％

有一居
【中国】 民泊 サイトを開設し、宿泊施設の情報を公表

：https://www.yoiju.com/

住百家　
（Zhubaijia）
【中国】

民泊

中国人向けバケーションレンタルサイト（民泊仲
介）
・�部屋の品質や個人向けサービスの充実を重視する

中国の若手エリート、富裕層が主な顧客
東京、大阪、京都、福岡、沖縄などの宿泊場所をリ
スティング

大魚（Fishtrip）
【中国】 民泊 主に台湾、日本向け民泊サイトを運営、日本では30

都市以上

AsiaYo.com
【台湾】 民泊

台湾の最大手の民泊プラットフォーム。
・�2016.06　日本向けの日本語（ホスト側のみ）に対

応するサイトを開設

一家民宿
（Onehome） 民泊

北京一遊網絡科技が運営する大手の華人民泊仲介サ
イト
・紹介する物件に「町屋」など個性的なものがある

携程（Ctrip／シート
リップ）【中国】

オンライン
旅行サイト

オンライン旅行サイトとして中国首位、世界第3位の
規模
日本法人・シートリップジャパンは2014年設立

出所：各社のHP等を参考に作成注2

　第3は、中国の消費者を主な顧客にした越境EC型モールである。中国系の
AlibabaグループのTaobao（淘宝網）の他に、Bloome、Inagora、FanQ、
唯品（vip.com）等の他に、台湾のPChomeなどが進出している。また、台
湾のデザイナー・マーケットの運営会社・Pinkoiは博報堂傘下のiichiを買収
し、デザイナーの海外販売、グローバルECサービスを支援する。

http://www.iti.or.jp/

http://www.zhubaijia.com/tokyo?s=syhotreg
https://international.tujia.com/dongjing_
https://www.yoiju.com/
http://www.iti.or.jp/


72 ◆　国際貿易と投資　No.111

　相次ぐ中国系対消費者向けITサービス企業の進出事例からわかること
は、中国企業の事業展開スピードは速く中国で成功すると世界各地に進出す
る。日本も進出先の一つで、中国等からの観光客の急増が日本での普及を後
押する。今後、中国系企業による事業が中国以外の国からの旅行者や日本の
顧客に広がるかどうかは見解が分かれるかもしれない。ただし、その使い勝
手の良さと拡大のスピード感は日本の消費者の生活習慣を変えていくほどの
インパクトがある。日本企業の参入があるものの事業拡大に対するスピード
感が大きく違う。日本は政府の規制が多く“社会全体のIT化”に積極的ではな
い印象がある。むしろ、新しい取組みに対し『後ろ向き』さえある。賛否両
論がある『新しいサービス』の取組みに、多くの日本企業は慎重である。こ
のような状況では、中国企業による積極的な進出攻勢は、中国企業が主導権
を握る可能性は高い。
　
2.2.　ブランド確立をめざし日本企業との連携を目指す研究開発拠点の開設
　中国企業の研究開発拠点を設ける進出が注目である。従来は韓国企業によ
る電気・電子分野を中心に研究開発と部品・資材調達を兼ねた進出が主で
あった。最近の中国企業の研究開発拠点の狙いは、中国に進出している日本
企業との連携に頼らずに、より広く大学や各種研究機関、海外展開せず高い
技術を持つ中堅・中小企業とその研究者・技術者等とのネットワークづくり
にある。
　例えば、華為技術（Huawei Technologies, 以下『ファーウェイ』）は、
千葉県（船橋市）に「製造プロセス研究ラボ」を設立すると発表した
（2017.6）。『日本のサプライヤーやパートナーと協力し、ファーウェイ製
品に使用される一部部品の製造プロセス技術に関する研究や試験、試作に取
り組み、その成果をサプライヤー・パートナー各社による製造に活かす』こ
とを目的にし、2017年末までに数十名を採用する。狙いを『日本の先進的な
製造技術、品質管理システム、品質を極めるものづくりの心に学ぶ』ことを
あげ、『日本で培っていくこうした知見を、日本のサプライヤー・パート
ナーとの協業を通じてファーウェイのグローバル・バリューチェーンに活用
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しながら高品質な製品を開発し、ファーウェイの全世界のお客様に優れた通
信設備とサービスを提供する』ことを目指す。同社は日本を①販売、②研究
開発、③調達の役割を担う重要拠点と位置付けている。横浜の研究所を通じ
サプライヤー各社との関係構築・部品調達に加え、『ラボ』の新設で日本の
拠点の役割は大きく高まる。
　格蘭仕集団（ギャランツ）は、海外初の研究拠点・ギャランツジャパンを
大阪に設立した（2017.6）。同社は電子レンジの生産で世界シェアの半分近
くを占め、その生産量の約8割がOEM（相手先ブランド）である。約2割に
とどまる自社ブランド製品の販売を先進国で拡大するのが課題で、海外初の
研究開発拠点を日本に開設した。日本の研究開発センターは、『白物家電市
場に向けユニークな商品開発への挑戦』、『新しいモノづくりに挑戦するた
めの設計開発』、『日本の優れたメーカーおよび研究機関と協業』の3方針
を掲げ、先進諸国の食文化に合った製品の開発を目指す。手始めに日本向け
電子レンジの開発に取り組み、家電分野における「部品加工」「表面処理」
「要素技術」等に優れた日本企業や研究機関と連携を図る方針である。
　次世代分野の開発生産に取り組む企業に出資した例に江西特種電機（中
国）による（株）フォー・リンク・システムズ（東京）への出資がある
（出資比率50%）。小型電気自動車（EV）の開発、生産に取り組む。同
社は電池メーカーの（株）オークにも出資している。大連華信計算機技
術（DHC）は京都に研究開発拠点となる「ハイシング創研」を設立した
（2016.1）。既存のソフトウエア開発でなく新たな研究開発を設け大阪大学
や名古屋の企業等と共同でAIによる機械学習、IoT技術を活用した生産現場
向けのソリューションの研究を行っている。
　中国企業から出資を受け共同開発する例に、（株）セブン・ドリーマー
ズ・ラボラトリーズ（東京）がある。同社は全自動衣類折り畳み機、いびき
や無呼吸を防ぐ鼻腔挿入デバイスなどを開発したロボット・ベンチャー企業
である。研究助成や金融機関からの融資に加え、復星国際（中国）やコール
バーグ・グラビス（KKR、米国）の創始者などから出資を受け、その資金
で研究開発、商品化を加速させる。狙いは復星グループのネットワーク等を
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活用し、中国をコア市場としたグローバル化を図ることである。
　一方、日本の半導体関連分野では台湾企業の出資例が目立つ。例えば、力
成科技（Power Technology）は日本の子会社（力成科技日本合同会社）を
通じ（株）テラブローブ（神奈川）に出資するほか、組立とテスト工場の
（株）マイクロン秋田の全株式を取得した（2017.4）。いづれも経営破綻し
た旧・エルビータ・メモリーの部門で米国法人（Micron Technology）の傘
下にあった。ASUSTek　Computer（華碩電腦）は（株）ナノルクス（筑
波）に資本参加した（2017.5）。ナノルクスは産業技術総合研究所が開発し
た技術をもとに暗闇でもカラー撮影が可能な「赤外線カラー暗視技術」を実
装したイメージセンサー と同技術を搭載した暗視カメラ等の開発・設計・
製造を行うベンチャー企業である。

2.3.　ブランドと生産拠点を獲得する買収および“made-in-Japan”型投資
　日本企業の家庭用電気製品やパソコン事業を買収し獲得したブランド名で
の生産・販売を行う例が続いている。その狙いはビジネスモデルを変えるこ
とにある。
　シャープは、台湾の鴻海精密工業の傘下になった（2016.8）。出資額3,888
億円（議決権株式の約66%）は、北東アジア企業による対日投資規模で最大
である。鴻海はシャープの液晶ディスプレイの堺工場（現在の堺ディスプレ
イ・プロダクツ：SDP）に出資・子会社化した（2012）。その後、シャープ
にも出資し子会社化した（2016）。　従来のOEM主体のビジネスモデルに
加え、シャープのブランドを梃子に自社ブランド商品の販売拡大を図る。例
えば、米国に新たな大規模な生産拠点を計画を進めるなど積極的である。
　また、レノボ（LENOBO）は日本電気（NEC）のパソコン事業を統合し
（2011年）、NECとLENOBOのブランドで生産を続けている。日本市場の
シェア拡大（24.6%）は『事業統合の成功モデル』との評価を得ている。さ
らに、2018年中に富士通のパソコン事業（富士通クライアント・コンピュー
ティング）にも出資（51%）することで合意した。FMVブランドを維持す
るだけでなく島根工場での生産組立を続けると日本でのシェアは約4割に
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なる。なお、買収するのはレノボのオランダにあるLenovo International 
coopratief U.A）である（表5）。
　東芝は、白物家電部門を美的集団に、テレビ事業を海信集団（ハイセン
ス）に売却し、国内の生産拠点は維持し従来のブランドで販売する。
　技術獲得に重点を置く買収も続いている。例えば、中国の投資会社・
GSR capitol（金沙江創業投資基金）は、日産とNECの子会社で車載用電
池メーカー・AESC（Automotove Enegy Supply）の全株式を取得した
（2017.12）。その結果、GSRは日産自動車の海外子会社がもつ米国（ス
マーナ）と英国（サンゴーランド）のバッテリー生産事業、国内では追浜、
厚木、座間のバッテリー事業の開発・生産部門（一部）を獲得した。GSR 
Capitolでは『R&Dへの投資を行い、米国、英国および日本での生産能力を
拡大する。』と説明している。GSR Capitol はNEC Energy Deviceも取得し
ている。なお、NEC Energy Deviceは、車載用電池および電極の開発と生
産をしており、NECは車載用電池事業から撤退する。なお、これらの買収
はGSRの英国法人・GSR Electric Vehicle（UK）Holding Ltdを通じて行っ
ている。また、この契約が成立するには各国の競走法、関係当局の承認が条
件になる。
　中国企業による“made in Japan”型進出もある。上海慎興ブラシは大阪に
慎興ブラシ（株）を設立した（2017年３月）。同社は、家庭用歯ブラシや化
粧用ブラシを生産するOEM企業である。「ブラシが地場産業の八尾市や東
大阪市に近く、協力可能な企業が多い」大阪を選んだ。生産体制を整備し協
力企業に歯ブラシの植毛工程を委託、完成品（ブランド名『ワンサード（竹
炭）』）を「日本製」として中国に出荷する。その狙いは、日本企業を買収
し“ブランド”を得るのではない。品質の高さが人気の“made in Japan”ブラン
ド商品を生産し安値競争から脱却するビジネス展開にある。
　日本で起業した例にW-Scopeがある。同社はリチウムイオン電池の主要部
材・セパレータのメーカーで、2005年に日本で崔元根社長が創業し東証一部
市場に株式上場する企業に成長した。サムスン電子を退職し創業したのは、
創業当時のリチウムイオン電池の部材市場は日本企業が独占状態にあり、関
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連分野の企業が日本にあったことによる。現在の主力生産拠点は韓国と中国
にある。
　研究開発拠点を設けることや日本での生産に拘る背景には、北東アジア企
業がグローバルに活躍するための転換期に直面していることに関係する。従
来の低コスト・低価格を実現するための『コスト削減型』製造モデルに囚わ
れない経営を目指している。価格競争を競うのではなく高付加価値の『価
値創造型』製造モデルに転換を試みる際の選択肢が日本に生産拠点を持つ
“made-in-Japan”型投資である。

表 5　第 3国経由による中国企業の買収例

中国企業名 投資した企業名
【所在地】 概略

LENOBO
Lenovo International 
coopratief U.A
　【オランダ】

富士通のパソコン事業（富士通クライアント・コン
ピューティング）に出資（51%）することで合意

GSR capitol
（金沙江創業投
資基金）

GSR Electric Vehicle
（UK）Holding Ltd
【英国】

・�日産とNECの子会社で車載用電池メーカーの
AESC（Automotove Enegy Supply）の全株式を
取得（2017.12）

・�NEC Energy Device（車載用電池および電極の開
発と生産）の全株式を取得（2017.12）

中国平安グル
ープ

（Sun Ye
Company）

森燁有限公司
（Sun Ye Company 
Limited）

【香港】

・（株）アスコットを買収、子会社化（2017.4）
　アスコットは不動産（マンション、ホテル等）の
開発企業

寧波均謄電子
Key Safety Systems

（KSS）
【米国】

タカタの経営権の譲渡（2017.6）
・�タカタは、経営破綻した自動車用エアバッグ・メ

ーカー

出所：表4と同じ

2.4.　外国人観光客の増加を背景にした宿泊施設・リゾート、マンション等
　　の不動産取得
　外国人観光客の増加を背景にホテル・リゾート施設等への投資が増えてい
る。この分野の投資は、かつての韓国系企業・投資家から中国系企業・投資
家による購入にシフトした印象がある。
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　第1は、民泊（前項）用のマンション等の不動産購入である。背景に中
国からの個人旅行者の増加に加え中国からの対日不動産投資意欲の高まり
を背景にした中国人投資家の存在がある。例えば、途家網の登録宿泊物件
（約1万件）のうち約半数を中国人オーナーが占める。2019年中に10万件以
上、25年には現在の20倍に拡大する目標を支えるのは中国人投資家である
（Bloomberg 2017.10.6付）。
　第2は温泉地等の行楽地やリゾート地のホテルや旅館等の取得が各地で指
摘されている。投資ファンドが保有する大規模ホテルやリゾート施設を中国
の投資家等が取得する例も少なくない。プレーヤーが増えているのでゴルフ
場やスキー場も対象になる。
　不動産取得の背景は、中国人観光客の利用増加が見込めるほかに、中国富
裕層の「資産移転」になる、投資リスクが小さく高い利回りが見込め投資収
益力がある。東京オリンピックで不動産価格の値上がりが続いている都心の
ビジネスホテルやマンションの一棟購入に広がっている。買収例に中国平
安グループ（Sun Ye Company）が香港の子会社（森燁有限公司：Sun Ye 
Company Ltd）を通じ、（株）アスコットを子会社化した（2017.4）。アス
コットはJASDAQ上場会社でコンパクトマンション、ホテルの開発を手掛
ける。
　一方、リゾート開発の名目等により購入した中に中国系投資家による北海
道他の山林・原野の取得がある。韓国系投資家による長崎県対馬の不動産購
入も多い。買収後の土地利用が進まず放置している例があり、山林原野の管
理不備を問題視する指摘がある他、地元住民などから買収目的の疑念や土地
利用に対する所有者の強い権利に対する不安の声がある注4。なお、中国人投
資家にとって日本での不動産購入には中国と異なる魅力がある。「土地保有
ができる」「土地所有者の権利が確立している」「土地収用のリスクがな
い」こと等をあげている。なお、日本では外国籍の者が日本の土地保有や利
用に対する規制はない。
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2.5　苦戦している耐久消費財等の日本市場のシェア獲得
　日本に進出しても当初の目論見どおりとはいかず、必ずしもうまくいくと
は限らない、なかでも日本での耐久消費財の販売は十分な販売シェアを得ら
れていない例が目立つ（表7）。
　例えば、韓国車ブランド・現代（ヒュンダイ）は、2010年に日本から事
実上撤退した。2016年の販売台数は180台にとどまる。「乗用車は7台」、
残りは観光客の増加で生産が追い付かない「バス」である（韓国東亜日報
2017.5.9付）。
　ハイアールは世界の洗濯機市場の18.9%を占めているが、日本市場では三
洋電気の買収後も目立つ存在ではなく旧サンヨーブランドの効果が表れてい
ない。洗濯機、冷蔵庫等の生活必需品の耐久消費財は『故障しない』『故障
すると修理せずに買い直す』ことが多い。安心してトラブルなく長期間の使
用に耐える信頼を築きあげるのかが問われている。日本市場での耐久消費財
の不振は、中国企業製あるいは韓国企業製の商品は日本の消費者の信頼を獲
得しきれていない状況にある。
　同様のことが他の耐久消費財にもあてはまる。薄型テレビではサムスン
電子とLG電子が世界の41.1%を占め、中国企業もハイネックス他の３社で
15.9％のシェアをもつ。ところが、日本市場では目立つ存在ではない。サム
スンは日本での販売不振で撤退した。海信集団（ハイセンス）のグループ企
業・青島海信電器股份有限公司は東芝のテレビ事業（東芝映像ソリューショ
ン：TVS）を買収し東芝ブランド（REGZA）を引き継ぐ。TVSは東芝の家
電事業（東芝ライフスタイル）を中国の美的集団に売却した際（2016.6）、
映像事業を分離した企業で、ハイセンスは日本の生産拠点を維持しREGZA
ブランドでの販売を予定している。ただし、廉価なPB（自主企画）テレビ
の販売が増えているので十分な収益を得ることができずハイセンスの目論見
通りとなるか分からない。
　鴻海はシャープ・ブランドのテレビを矢板工場（栃木県）での生産はや
め、大型・高機能型のみ亀山工場（三重県）で行うことにした。矢板工場は
8Kなどの高付加価値製品の開発やアフターサービスの拠点として存続させ
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る。シャープの再建は想像を超えるスピードで進み業績の回復が伝えられて
いる。ただし、日本でのシェアをさらに高められるのか注目である。
　スマートフォン分野では、サムスン（SAMSUNG）電子がGalaxyブラン
ドを投入しているが年々シェアが低下し、APPLE（iPhone）に引き離さ
れている。中国企業では華為技術（Huawei Technologies）がSIMフリー
市場を中心に積極的な広告を行い販売をしている。さらに、OPPO Mobile 
Telecommunications（OPPO）が日本法人（OPPO Japan）を設立し（2017
年8月）、日本市場に参入した。ただし、APPLEや日本メーカーとの競争で
どの程度のシェアが取れるのかはわからない。

表 7　耐久消費財の販売シェア状況（上位 4社）

　 世界市場（上位 4 社とシェア：％） 日本市場（上位 4 社とシェア：％）

薄型 TV
サムスン LG ソニー ハイセ

ンス シャープ パナソ
ニック 東芝 ソニー

27.9 13.2 8.1 5.9 36.4 22.6 16.5 11.2

洗濯機
ハイアール ワール

プール 美的集団 LG 日立 パナソ
ニック 東芝 シャープ

18.9 15.4 9.0 7.6 30.1 26.9 19.6 15.0

冷蔵庫
ハイアール ワール

プール
エレクトロ
ラックス LG パナソニ

ック シャープ 日立 三菱

17.1 11.1 7 6.5 22.7 20.4 17.9 15.2

スマート
フォン

サムスン アップル レノボ
グループ 華為技術 アップル ソニー シャープ 富士通

22.3 16.1 7.4 5.1 52.3 16.7 8.9 6.3
注：網掛け部分は、北東アジア系企業を示す。
出所：「日経業界地図」（2017年版）

3.　まとめにかえて

3.1.　今後も続く北東アジア系企業の進出
　北東アジア系企業の対日進出が増えるのは確実である。日本への投資が見
直され、業態・分野が広がり投資・進出形態が多様化している。
　中国信託商業銀行（China Trust、台湾）は、東京スター銀行を買収した
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（2014.6完了）。外国の銀行が日本の銀行を買収するのは初めてである。東
京スター銀行の買収は対日直接投資全体にとって新たな投資分野ともいえ
る。台湾の対日投資にとっても、｢製造業などにとどまらない段階にきた」
と台湾の経済界でも「時代の変化」として受け止められている。
　シェアリング・エコノミー分野など新分野、新業態の企業進出は加速す
る。この分野の企業の事業展開は早く、自国での成功後直ちに海外展開を図
るから日本への進出は確実である。
　医薬品分野では台湾のFormosa Pharmaceuticals Inc.は子会社（Formosa 
Laboratories Inc.）を通じ新薬開発の（株）アクティバファーマを完全子会
社化している（2017.8）。中国の緑葉生命科学集団（LUYE Life Sciences 
Group Ltd）は精神疾患薬の治験申請を行うとの報道がある（2017.12）。医
薬品分野で中国企業が日本で臨床試験を行うのはおそらく稀で、今後日本の
医薬品メーカー等との提携が見込まれる。バイオシミラー（後続バイオ医薬
品）に強みをもつ韓国系医薬品メーカーの進出も増えるに違いない。
　M&A型投資は確実に増えると予想している。日本企業に直接出資するだ
けでなく、欧米系の投資ファンドから株式を取得する、米国やケイマン諸島
等の子会社を活用するなど多様な方法で買収する。米国子会社を通じて買収
した例に経営破綻した自動車用エアバッグ・メーカーのタカタがある（2017
年6月、約15.9億ドル）。経営譲渡をうけたKey Safety Systems（KSS）は
中国企業の寧波均謄電子が買収した米国籍の子会社である。日本で事業展開
している外国籍の企業を傘下に収めた例に、中国の万科企業等によるシンガ
ポールのGlobal Logistics Properties（GLP）の買収がある（買収額：160億
S’Pore＄（約1.3兆円）、2017.7）。GLPは米国、中国等に大規模な物流拠点
を保有するほか、日本では100を優に超える拠点を持つ大手物流運営企業で
ある。この買収で急拡大する中国企業の越境ECを支える役割を担う。
　さらに、北東アジア地域からの訪日客の増加を背景に、さまざまなサービ
ス業分野の進出が見込まれる。北東アジア地域から日本を訪れる観光客（約
1,411万人。2016年）は全体の約67％を占めリピーターの比率が高い。進出
当初は彼らを対象にしたサービスから始め日本での基盤を築き広げていく。
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東京オリンピックを見据えて大都市圏や観光地の不動産取得の増加は続くこ
とも追い風になる。　
　研究開発拠点やmade-in-Japan型の製造を行うための拠点の進出も期待で
きる。日本への進出は北東アジアの企業～特に中国や台湾の製造業企業が従
来のビジネスモデルを転換し自社ブランドの商品を開発する有力な手段にな
る。

3.2.　北東アジア進出事例が示唆する地域の取り組み課題
　進出事例は、外国の顧客がどのような商品・サービスを望んでいるのか、
どのような方法で提供するのが良いのか等のシグナルを示している。地域に
根付いた中小企業の視点にたつと、今後の地域での取り組む方向が見えてく
る。
　外国からの旅行客を焦点にあてた取り組みを強化することである。なかで
も、非製造業にとって外国人旅行者の宿泊増につながる取り組みは、外国に
進出する代わりに外国の需要を取り込む効果がある。非製造業が外国に取引
を広げることは製造業に比べハードルが非常に高い。「モノ」の輸出に比べ
「サービス」の輸出は容易でないからだ。ところが外国からの旅行客を対象
にしたサービスは、人口減少による国内市場の縮小に関わりなく市場の拡大
ができる。
　10m以上の水深をもち大型クルーズ船が接岸できる港があれば、クルーズ
船誘致は大きな消費効果が期待できる。1度に数千人規模の来客が見込め
る。5,000人の乗客が2万円の買い物をすると仮定すれば1日で1億円の売上に
なる。寄港可能な複数の都市で共同で取り組むことができれば可能性は高ま
るだろう。境港市（鳥取県）は平成28年度に33隻の実績があり、29年度は60
隻以上を見込んでいる。
　中国の 韬蕴资本集团有限公司（To-Win Capitol Group）が出資する
（株）ランキャピタルマネジメントは、日本最大のリゾート施設運営会社の
（株）マックアースに投資し、各地のスキー場等のリゾート施設およびその
周辺地域に中国からの観光客を誘致するなど、地域経済の活性化に役だって
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いる。
　旅行者にとって便利なITサービスを地域ぐるみで普及を図り旅行客
の支出をしやすくする試みに、京都信用金庫のモバイル決済サービス・
WeChatPay導入がある。『京都の中小企業と中国人観光客をWeChatPay
を使ってつなぎ、中国人観光客に京都観光を楽しんでもらいたい』と説
明する。小田原・箱根をエリアに事業所を持つ小田原商工会議所でも
WeChatPay、韓国のBarTongの普及を図る。
　経済効果が大きい宿泊者数の増加を図ることの効果は大きい。宿泊者は支
出金額が大きく、さまざまな業種に好影響を及ぼす。そのために、急増する
『民泊サービス』などに登録し宿泊客数を増やす。民泊サイトに投稿された
ユーザーの意見・評判を活かしていく。民泊新法（「住宅宿泊事業法」）は
2018年6月に施行され参入しやすくなる。欧米系の観光客は滞在日数が長く
旅行先が広がっているので、多くの販路開拓と多様な宿泊先を用意したい。
　住民にも旅行者にも人気がある地元の商品・料理・サービス等に工夫を
し、新商品開発をすすめ販売量の拡大を目指す。好評であればTaobao（淘
宝網）等の外国での販売ができるモールに出店する。『越境EC』を活用し
た外国への直接販売が容易にできる時代である。日本の関係者が創業した中
国向け越境ECモールの波羅蜜（Bolome）、豌豆（Inagora）などもある。
さらに、モール運営者が買い取り販売するvip.comは、日本企業にとって外
国での販路開拓のパートナーをめざし各地にある「隠れた」「良いもの」を
販売することを狙っている。北東アジアや東南アジアへの配送は宅配サービ
スを使えば小ロットでの貿易取引ができる。
 「食」は旅の記憶のなかで最も印象度が高く、いつまでも記憶に残る。リ
ピーターを増やすには「美味しい食事」「食事処」の充実は欠かせない。地
元の食材を加工し輸出先の食文化に馴染む食品を生産し本格的な海外向けの
出荷を図る取組は比較的容易である。さらに。輸出先の食品販売企業の開発
部門を誘致すれば、輸出は一層容易になる。食品は生産委託する場合が多い
から、地元の企業が請け負うことを目指す。
　研究開発拠点は、地元の中堅・中小企業がもつ技術・技能、開発ノウハ
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ウ、さらに地元の大学、研究・試験検査機関との提携ができると進出を促
す有力な決め手になる。R&D拠点の進出事例では、自社内の研究開発にと
どまらず外部のさまざまな人々とのネットワークに頼っている。試作品や小
ロット生産などには地元の中小企業が果たす役割は大きい。

参考資料
１	「最近の事例からみた中国系企業の対日進出の特徴」　（本誌 82 号）
２�	「事例からみた韓国企業の対日進出戦略」　（本誌 83 号）
３�	「最近の外資系企業の研究開発拠点投資の特徴」　（本誌 94 号）

注
１	【北東アジア】　一般に北東アジア地域はモンゴルを含める。本稿でモンゴルを除外してい

るのは日本の対内直接投資統計では投資額は明らかではなく少額に留まると推測したた
めである。

２�	【事例】　本稿の事例は、各社および進出先の自治体等の広報資料等を参考に取りまとめて
いる。できる限り正確を期すよう確認に努めたが、本レポート出稿後の変更等によって
記述が不適切となる場合がある。対日投資の実行には投資元の国の承認等が必要な場合
があり承認済であるかどうかの確認をしていない。また、香港籍企業の中には中国の香
港法人であるのか判然としないものがある。

３�	【ライドシェア】　この分野で先行した米国の Uber も各国で成功したビジネスモデルを持
ち込めず、日本のタクシー企業と提携している。日本での実証実験も『非合法』との指
摘で実施できていない。一方、中国企業が、『自家用車を使い第 2 種運転免許を持たずに
ライドシェア行為を行う “ 白タク ” 行為の例が各地で行われている』との指摘がある。違
法行為として摘発されるのはごく一部であるとの見方が根強くある。ライドシェアは、
金銭の授受がネット上で国外で行われているので発覚しずらく、『違法行為』の摘発が難
しい。なお、中国では合法なので、利用者が日本では違法との認識を持っていないこと
もある。また、決済が国外で行われる場合の “ ライドシェア ” は、事業者の所得に対する
課税は容易ではない。
なお、日本でも、過疎地で例外的に“合法”的に提供する制度があるが、その普及はきわめ
て限定的である。

４	【山林原野等の土地取得】　日本では山林・原野の所有状況や売買の情報開示が充分ではな
い。農林水産省調査によると、2016 年 1 年間で外国資本が取得した森林は 777ha（“ 東京
ディズニーランド 15 個分 ”）である。北海道が最大で、香港・台湾を含む中国系の土地
取得者による買収面積が 81％を占める。中国系以外でも韓国に近い長崎県対馬では韓国
資本による山林等の土地取得が集中している。土地を取得後、未利用のまま放置してい
る状況にあると、地元住民から土地取得を続けることへの疑念の声が大きくなる。
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